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〇 新産地育成型・既存産地改良型 

【事業全般】 

（問1-1）本事業の趣旨を教えてください。また、モデル産地を育成する目的を教えてください。 

（答） 
本事業は、果樹農業の労働生産性を抜本的に高めたモデル産地を育成するため、平坦で作業

性の良い水田への果樹の新植や、中山間地等既存産地の基盤整備後の改植を通じて、まとまった
面積での省力樹形・機械作業体系を導入する場合に、早期成園化や成園化までの経営の継続・
発展等に係る取組をパッケージで支援するものです。これを通じて、高収益作物である果樹の水田で
の生産拡大や、省力化・機械化の実践に基づく労働生産性の抜本的な向上により、収益性の高い
経営を営む「未来型」の果樹農業への転換を推進します。 
果樹農業は、他の作物と比較して労働集約的であり、また、機械化が進んでいないため、水田

での高収益作物としての作付け転換が進んでいない状況です。 
また、中山間地等において、機械化に適した園地づくりや改植を進めるには、成木期の園地等

も含めて集積・改植を行う必要があるものの、収入途絶期間の発生がハードルとなり、地域全体と
して合意形成が進まず、改植に踏み切れない事例が見受けられます。 
他にも、手作業が多いため経営面積の限界があり、２ha以上の規模が少ないこと、収穫時期

に特に大量の労働力を必要とするなど、必要とする労働力の時期格差が大きいことから常時雇用
が進まないこと等、多くの課題があります。 
これらの課題全てに対応し、省力化や機械化、労働時間の平準化に必要となる措置を講じて、

収益性が高い産地を確立すれば、他の果樹産地のモデルとなることが期待できるため、本事業を
措置したところです。 

 
 

（問1-2）本事業の申請の手続きを教えてください。 

（答） 
果樹経営支援対策事業と同様、申請の流れは、支援対象者→（産地協議会→）県法人

→事業実施主体になります。 
 

 

（問1-3）本事業の面積要件を教えてください。 

（答） 
受益面積（新植・改植を実施する面積）について、おおむね２ha以上、公共事業による基

盤整備事業において作成される営農の方向性を定める営農計画書等に定められた計画に沿って
本事業を行う場合は原則として５ha以上が要件です。なお、営農計画書に明確に定められてい
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なくても、公共事業による基盤整備事業の実施直後に未来型果樹農業等推進条件整備事業
の活用を行う場合など、実質的に公共事業と一体的な施工となることが明らかなのであれば、面
積要件は５haと判断します。 
なお、未来型果樹農業等推進条件整備事業に取り組もうとするほ場のうち、基盤整備を実施

するほ場以外の面積が大層を占める場合など、事業の取組が「公共事業による基盤整備を実施
する場合」と実質的にいえない場合は例外的に５haの面積要件を適用しない場合もあり得ます
が、個別の事情によりますので、事前に事業実施主体まで御相談ください。 
また、受益面積が飛び地となっていても、また、複数の品目・品種に取り組んでも対象になります。

対象園地の内訳が分かるようにしてください。 
 

 

（問1-4）本事業において、大規模基盤整備（公共事業）に要する費用は補助対象となります
か。 

（答） 
大規模基盤整備（公共事業）に要する費用は、本事業では対象となりません。 

 
 

（問1-5）本事業は、完了までに複数年を要しますが、補助金の支払いはどのような手続きになりま
すか。 

（答） 
事業実施期間が複数年度に及ぶ本事業では、まず、複数年の取組を盛り込んだ事業実施計

画を策定していただき、計画承認・交付決定は各年度の取組ごとに行います。 
その上で、小規模園地整備、新植・改植、機械・施設のリース導入については、それぞれの取

組が完了した年度、又は当該年度の翌年に補助金を支払うことになります。 
新植・改植が複数年度に及ぶ場合は、年度ごとの実施面積に応じて、年度ごとに補助金を支

払います。 
なお、未収益期間における幼木の管理（22万円/10a＝5.5万円/10a×４年分）の支援

額は新植・改植の実施年に交付し、早期成園化や経営の継続・発展に係る取組（大苗の育成
（20万円/10a）及び代替農地での営農（28万円/10a）の支援額は取組の１年目に、省
力技術研修（３万円/10a））の支援額は取組実施年に交付します。 

 
 

（問1-6）早期成園化、経営の継続・発展に係る取組のメニューによる、支援の目的を教えてくださ
い。 

（答） 
果樹産地において、水田の樹園地への転換や、既存の樹園地での基盤整備・園地集積を通
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じて、新植や改植を実施する場合、経済的に価値のある水準の収量を得られるまで、収入途絶
期間が発生するため、まとまった面積での省力樹形・機械作業体系の導入に踏み切れない事例
が見受けられます。 
本メニューの目的は、収入途絶期間において、早期成園化や成園化までの取組を実施する場

合の掛かり増し経費を支援し、まとまった面積での省力樹形・機械作業体系の導入を後押しする
ものです。 

 
 

（問1-7）本事業は、小規模園地整備、新植又は改植、幼木の管理、早期成園化、経営の継
続・発展に係る取組、機械・施設のリース導入の全てに取り組まなければならないのです
か。 

（答） 
全てに取り組まなくとも補助対象にはなりますが、本事業の趣旨に基づくと新植又は改植には必

ず取り組んでいただく必要があります。 
他方、小規模園地整備や機械・施設のリース導入は、園地の整備状況や機械化への対応状

況に応じて必要なものに取り組むと位置付けています。 
なお、新植・改植や小規模園地整備等については、産地生産基盤パワーアップ事業のうち園芸

作物等の先導的取組支援の活用が可能です。 
また、早期成園化や経営の継続・発展に係る取組は、新植・改植の事業規模や、支援対象

者ご自身の経営状況等を総合的に考慮していただいた上で、活用をご判断いただくものと考えてお
ります。 

 
 

（問1-8）本事業への申請時の審査において、予算額の優先配分措置はありますか。 

（答） 
水田農業高収益化推進計画（「水田農業高収益化推進計画の策定について」（令和２年

４月１日付け元生産第2167号、元農振第3757号、元政統第2085号農林水産省生産局
長、農村振興局長及び政策統括官通知）に基づく水田農業高収益化推進計画をいう。）にお
いて、新産地育成型に係る申請者が位置付けられている場合、当該申請者に対し、予算額を優
先配分します。 

 
 

（問1-9）支援対象者のうち担い手等が組織する団体については、事業申請前に設立しておく必
要がありますか。 

（答） 
事業申請前に設立しておくことが望ましいですが、今後の設立が確実と見込まれるのであれば、
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設立前であっても、申請は可能です。 
しかし、遅くとも事業計画承認前までには、設立済みであることが必要です。 
 

 

（問1-10）導入機械について、リースではなく購入も補助対象となりますか。（R5年9月追加） 

（答） 
本事業における機械・施設の購入支援については、「農業用機械施設補助の整理合理化通知

について」（昭和57年４月５日付け57予第401号農林水産事務次官依命通知。以下「整理合
理化通知」という。）が適用されます。 
整理合理化通知で補助対象として明示している果樹・花きの機械は、収穫作業機（振動式収

穫作業機及び花き球根掘取機を除き、収容装置付きで、乗用トラクター用又は自走式のものに限
る。）、傾斜地用多目的管理機（自走式のもので、防除機能を有し、かつその他の機能を２以上
有するものに限る。）、風筒式防除機（自走式又は搭載型のものに限る）、無人作業機（自走
式のものに限る。）ですが、これ以外の機械については以下の（１）及び（２）の両方を満たす場
合は購入の補助対象となり得ますので、詳細については事業実施主体にご相談ください。 
（１）農地整備（公共事業、他の補助事業、果樹経営支援対策等による小規模園地整備、自

費等によるもの）により整備が行われた園地を対象として機械購入するもの 
（２）以下の①又は②に該当するもの 

① 経営面積の拡大に必要な農業機械 
② 地域において、労働生産性の向上に向けたモデルとなり、かつ、当該地域において導入事
例のない農業機械 

 

【新産地育成型】 

（問2-1）既に水田から樹園地に転換し、果樹を栽培している水田転換樹園地は、新産地育成
型において補助対象となりますか。 

（答） 
ご質問のケースは、既存産地として果樹を栽培している場合であるため、本事業の既存産地改

良型の活用が考えられます。 
 

 

（問2-2）新産地育成型の事業開始後、公共事業による基盤整備、新植等の実施の流れを教え
てください。 

（答） 
公共事業による基盤整備を実施する場合の例として、以下のような流れが想定されます。 
〇 １～２年目：基盤整備の実施 
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〇 ２～３年目：新植 
〇 ３～７年目：未収益期間における幼木の管理、機械・施設のリース導入 
〇 ７年目以降：成園化 
 
公共事業による基盤整備を実施しない場合は、以下のような流れが想定されます。 
〇 １年目  ：小基盤園地整備の実施 
〇 １～２年目：新植 
〇 ２～６年目：未収益期間における幼木の管理、機械・施設のリース導入 
〇 ６年目以降：成園化 
 

 
（問2-3） 

本事業で補助対象となる取組、補助対象経費及び補助率を教えてください。 

（答） 
本事業で補助対象となる取組、補助対象経費及び補助率は、次のとおりです。 
（１）小規模園地整備（補助率：1/2以内） 

排水対策、土壌・土層改良等に要する経費 
（２）新植（補助率：定額（面積当たり・1/2相当）又は1/2以内） 

深耕・整地費、土壌改良用資材費、植栽費、苗木代等（省力樹形のほか、整列樹形
（慣行樹形を作業道に沿って整列して植栽する等、機械化の容易な樹形）も対象にな
ります（既存産地改良型も同様）。） 

（３）未収益期間の幼木の管理（補助率：定額（22万円/10a）（1/2相当）） 
肥料代、農薬代等 

（４）用水・かん水施設の整備及び事業実施主体の特認事業（防風ネット、防霜ファン、モ
ノレールの設置）（補助率：1/2以内） 

（５）早期成園化、経営の継続・発展に係る取組 
（補助率：定額（①は掛かり増し経費の1/2相当）） 
① 大苗の育成（20万円/10a） 
② 省力技術研修に要する経費（３万円/10a） 

（６）機械作業体系に必要な機械・施設のリース導入等（補助率：1/2以内） 
ＳＳ、高所作業台車、ドローン等 

なお、（１）・（２）・（４）は果樹経営支援対策事業、（３）は果樹未収益期間支援
事業の対象経費と同様の考え方です。 
また、早期成園化や経営の継続・発展に係る取組（最大23万円/10a）に加え、水田農業

の高収益化の推進において、産地推進計画を策定している場合は、別途、水田活用の直接支
払交付金による次の助成の活用が可能です。 
（１）高収益作物定着促進支援：２万円/10a×５年間 
（２）高収益作物畑地化支援 ：17.5万円/10a 
この場合、最大23万円/10aから（１）を控除することとなり、結果、支援額は、 
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23万円/10a － 10万円/10a ＋ 10万円/10a ＋ 17.5万円/10a 
＝ 最大 40.5万円/10a となります。 

 

（問2-4）大苗の育成の支援対象面積を教えてください。 

（答） 
新植・改植を行う園地の面積のうち、大苗の育成のメニューにより育成した大苗を用いて、新植

・改植を行う面積です。大苗を育成した面積ではありません。 
 

 

（問2-5）大苗の育成の補助対象経費を教えてください。 

（答） 
本メニューは、新植・改植後の早期成園化を図るため、あらかじめ大型の苗を育成する取組に

対し、面積当たり定額で支援するものです。 
補助対象として想定される経費は、労賃、育苗費（不織布ポット（鉢植えの場合）、深耕・

整地費（地植えの場合）、土壌改良資材費、植栽費）、地代、排水対策費、栽培管理に必
要な肥料代、農薬代、かん水設備費、大苗の堀上費等です。 
なお、苗木代は、大苗の育成においては補助対象外であり、果樹経営支援対策事業において

補助対象となります。 
なお、産地生産基盤パワーアップ事業のうち園芸作物等の先導的取組支援事業を活用する

場合は、既に購入した苗木を自己育成する場合として苗木発注前に産地協議会が確認した場
合であれば、本メニューによる補助を受け大苗に育成した上で、改植・新植を行うことができますが、
苗木代は補助対象となりません。 

 
 

（問2-6）省力技術研修の支援対象面積を教えてください。 

（答） 
新植・改植を行う園地の面積のうち、省力技術（省力樹形や機械作業体系）を導入する面

積です。 
 

 

（問2-7）省力技術研修の補助対象経費を教えてください。 

（答） 
本メニューは、省力樹形の仕立方法や管理技術、作業機械の効率的な操作方法等を習得す

るための取組に対し、面積当たり定額で支援するものです。 
補助対象として想定される経費は、国内の先進産地への調査旅費、研修の受講に必要な旅
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費、講習会の開催に必要な講師への旅費・謝金、資料印刷費、労賃、通信費、消耗品費等で
す。 
なお、事業実施期間中のこれら経費の合計が３万円／10ａを下回る場合は、補助対象経

費の額が補助金の上限額となります。 
 

 

（問2-8）事業実施１年目に大規模基盤整備（公共事業）のみに取り組む場合に、補助対象
となる取組を教えてください。 

（答） 
早期成園化や経営の継続・発展に係る取組（最大23万円/10a）に加え、水田農業の高

収益化の推進において、産地推進計画を策定している場合は、別途、水田活用の直接支払交
付金による次の助成の活用が可能です。 
（１）高収益作物定着促進支援：２万円/10a×５年間 
（２）高収益作物畑地化支援 ：17.5万円/10a 
この場合、最大23万円/10aから（１）を控除することとなり、結果、支援額は、 
23万円/10a － 10万円/10a ＋ 10万円/10a ＋ 17.5万円/10a 
＝ 最大 40.5万円/10a となります。 
 

 

（問2-9）畑地を樹園地に転換して新植する場合も、新産地育成型の支援対象となりますか。 

（答） 
支援対象とはなりますが、水田での高収益作物の生産拡大を推進する観点から、水田転換の

取組に対し、予算額を優先配分します。 
 

 

【既存産地改良型】 

（問3-1）既存産地改良型の事業開始後、公共事業による基盤整備、改植等の実施の流れを
教えてください。 

（答） 
公共事業による基盤整備を実施する場合の例として、以下のような流れが想定されます。 
〇 １～２年目：基盤整備の実施 
〇 ２～３年目：改植 
〇 ３～７年目：未収益期間における幼木の管理、機械・施設のリース導入 
〇 ７年目以降：成園化 
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公共事業による基盤整備を実施しない場合は、以下のような流れが想定されます。 
〇 １年目  ：小規模園地整備の実施 
〇 １～２年目：改植 
〇 ２～６年目：未収益期間における幼木の管理、機械・施設のリース導入 
〇 ６年目以降：成園化 

 
 

（問3-2）本事業で補助対象となる取組、補助対象経費及び補助率を教えてください。 

（答） 
本事業で補助対象となる取組、補助対象経費及び補助率は、次のとおりです。 
（１）小規模園地整備（補助率：1/2以内） 

園内道の整備、傾斜の緩和、土壌・土層改良等に要する経費 
（２）改植（補助率：定額（面積当たり・1/2相当）又は1/2以内） 

伐採・抜根費、深耕・整地費、土壌改良用資材費、植栽費、苗木代等 
（３）未収益期間の幼木の管理（補助率：定額（22万円/10a）（1/2相当）） 

肥料代、農薬代等 
（４）用水・かん水施設の整備及び事業実施主体の特認事業（防風ネット、防霜ファン、モ

ノレールの設置）（補助率：1/2以内） 
（５）早期成園化、経営の継続・発展に係る取組 

（補助率：定額（①・②は掛かり増し経費の1/2相当）） 
① 大苗の育成（20万円/10a） 
② 代替農地での営農（28万円/10a） 
③ 省力技術研修に要する経費（３万円/10a） 

（６）機械作業体系に必要な機械・施設のリース導入等（補助率：1/2以内） 
ＳＳ、高所作業台車、ドローン等 

なお、（１）・（２）・（４）は果樹経営支援対策事業、（３）は果樹未収益期間支援
事業の対象経費と同様の考え方です。 

 
 

（問3-3）事業実施１年目に大規模基盤整備（公共事業）のみに取り組む場合、支援対象と
なる取組はありますか。 

（答） 
事業実施１年目に大規模基盤整備の実施のみの場合は、早期成園化や経営の継続・発展

に係る取組のみ支援対象となります。 
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（問3-4）大規模基盤整備実施後に改植する場合、伐採・抜根は当該基盤整備により実施して
いるため、改植の支援単価から伐採・抜根費を除外した、新植の支援単価が適用される
のですか。 

（答） 
大規模基盤整備により伐採・抜根が実施された場合は、新植の支援単価が適用されます。 
 

 

（問3-5）早期成園化や経営の継続・発展に係る取組については、大苗の育成、代替農地での営
農及び省力技術研修の全てに取り組まなければならないのですか。 

（答） 
いずれか一つでも構いませんが、支援金額は取り組んだメニューに応じたものになります。 
 

 

（問3-6）代替農地での営農の支援対象面積を教えてください。 

（答） 
改植によって失われた、当該園地での収益を確保するため、改植を行う園地における、改植前

の収益に対する、代替農地での目標収益の割合（100％を限度）を改植面積に乗じて得た面
積を対象としています。 
代替農地で栽培する品目の面積ではありませんので御注意ください。 
 

 

（問3-7）代替農地とは、具体的にどのような農地が支援対象となりますか。 

（答） 
例えば次のような農地が支援対象となります。 
〇 高齢化により管理できなくなっている農地 
〇 他の農業者等から新たに借り受け、若しくは取得した農地 
〇 裏作を行っていない等により利用していない自己の農地 

具体的な事例については、事業実施主体にご相談ください。なお、自らの経営のために、現に利
用している農地は対象外です。 

 
 

（問3-8）代替農地での営農における補助対象経費を教えてください。 

（答） 
本メニューは、未利用の農地等を取得又は賃借して野菜等を栽培することにより、代替的な収
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入を確保するための取組に対し、面積当たり定額で支援するものです。 
補助対象として想定される経費は、労賃、野菜等の栽培に必要なパイプハウスやトンネル等の

導入費、地代、種苗費、農薬代、肥料代等です。 
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 〇 担い手育成型 

（問4-1）本事業の趣旨を教えてください。 

（答） 
本事業は、果樹産地における担い手不足による生産基盤の脆弱化を踏まえ、果樹農業の生産

基盤を強化することを目的として、産地が行う新たな担い手の確保・定着に資する取組に支援するも
のです。具体的には、産地の新規就農者等受入体制の整備として、研修又はリース・譲渡向けの園
地の整備等に要する経費を支援します。 
 
 

（問4-2）本事業の申請の流れを教えてください。 

（答） 
申請の流れは、果樹経営支援対策事業と同様、支援対象者→（※産地協議会→）県法

人→事業実施主体となります。 
※ 事業実施に当たっては、産地協議会が策定する産地計画において、新たな担い手の確保
・定着に向けた取組を実施する主体、目標、関係機関とその役割分担、新規就農者等の
育成方針や確保の取組、園地整備の内容、工程等を位置づけること、又は、今後位置付
けることが確実と見込まれることが必要です。 
このため支援対象者は、本事業の実施に先立ち、産地協議会に事業実施計画の内容を

協議するようにしてください。 
 
 

（問4-3）産地計画において、新たな担い手の確保・定着に向けた取組について位置付けること（
又は今後位置付けることが確実と見込まれること）が要件になっていますが、どのような内
容を位置付ければよいのですか。 

（答） 
産地計画に位置付ける必要がある内容は、事業実施要領に記載のとおり、新たな担い手の確保

・定着に向けた取組を実施する主体、目標、関係機関とその役割分担、新規就農者等の育成方
針や確保の取組、園地整備の内容、工程等です。 
なお、本事業の実施計画書はこれらの内容を網羅していることから、産地計画に本実施計画書を

添付し、産地計画の改正として産地協議会の承認を得ることで、産地計画に位置付ける要件を満
たすことも可能です。 
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（問4-4）本事業は完了までに複数年を要する場合、補助金の支払いはどのような手続きになりま
すか。 

（答） 
事業実施期間が複数年度に及ぶ本事業では、まず、複数年の取組を盛り込んだ事業実施計

画を策定していただき、計画承認・交付決定は各年度の取組ごとに行います。 
その上で、小規模園地整備、改植・新植等については、それぞれの取組が完了した年度、又は

当該年度の翌年に補助金を支払うことになります。 
新植・改植が複数年度に及ぶ場合は、年度ごとの実施面積に応じて、年度ごとに補助金を支

払います。 
なお、未収益期間における幼木管理（22万円/10a＝5.5万円/10a×４年分）の支援額

は改植・新植の実施年に交付し、省力技術研修（３万円/10a）の支援額は取組実施年に交
付します。 

 
 

（問4-5）本事業の成果目標は何ですか。 

（答） 
事業を開始した年度の３年後までに新規就農者等を確保することです。 
 
 

（問4-6）実施計画の採択に当たり、基準等はありますか。 

（答） 
採択基準については事業実施主体の業務方法書で定めることとし、採択に必要な要件等を整理

したチェックリストにより事業実施計画が適切であるかを判断します。 
 
 

（問4-7）補助対象となる園地の要件はありますか。また、田を樹園地に転換する場合も対象とな
りますか。 

（答） 
原則として、農業振興地域の農用地区域及び生産緑地法第３条に基づく生産緑地地区におい

て実施できます。また、田畑いずれも対象となります。 
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（問4-8）補助対象としている「小規模園地整備等」とは具体的にどのような取組ですか。面積要
件はありますか。 

（答） 
「小規模園地整備等」は、具体的には、園内道の整備、傾斜の緩和、土壌土層改良、排水

路の整備、用水・かん水設備の整備、防風ネット（多目的防災網）・防霜ファン・モノレールの設
置が該当します。なお、これら補助対象となる取組は、果樹経営支援対策事業の整備事業のう
ち、小規模園地整備、用水・かん水設備の整備及びその他事業実施主体が特に必要と認める
取組で対象とするものと同じです。 
面積要件は、果樹経営支援対策事業の整備事業と同様、受益面積が１か所当たり地続き

で概ね10ａ以上です（ただし、土壌土層改良については概ね２ａ以上）。なお、担い手育成
型については上限面積の設定はありませんが、整備園地の規模が新規就農者等の育成計画に
見合ったものである必要があるため、実施計画書にその旨を説明する資料（※）を添付してくださ
い。 
※ 例えば、「〇名を対象とした研修を実施する計画のため、〇〇作業の研修には〇〇である
ことから一人あたり〇aの園地が必要。よって本事業において〇haの排水路及び用水・かん
水整備を実施し、研修園地を〇ha確保する必要がある」、といった内容を説明する資料。 

 
 

（問4-9）補助対象としている「部分改植」とは具体的にどのような取組ですか。面積要件はありま
すか。 

（答） 
「部分改植」は、園地の生産基盤強化のための優良品目・品種や省力樹形への改植、新植及び

高接が該当します。また、対象となる品目・品種は、産地計画において今後振興すべきものとして定
められている、又は今後定められることが確実と見込まれる品目・品種とします。 
また、本事業における改植・新植が実施可能な面積は、新規就農者等が早期に研修を開始でき

る必要があることから、原則として、本事業で園地整備を行う面積（受益面積全体）の３割以内と
します。ただし、整備面積が一定規模（概ね２ha）以上かつ事業開始の翌年度までに新規就農
者等が研修可能な園地を整備できる場合は、５割以内とします。また、１カ所当たり地続きで概ね
２ａ以上が必要です。 

 
 

（問4-10）本事業の改植については、同一品種も支援対象ですか。また、うんしゅうみかんの極早
生種も改植・新植の支援対象ですか。 

（答） 
本事業は産地の新規就農者等の受入体制の整備として、研修等向けの園地整備等を支援する

趣旨のものであるため、担い手育成型で改植を実施する場合は、同一品種であっても支援対象とし
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ます。また、うんしゅうみかんの極早生種の改植・新植・高接についても通常品種と同様に支援対象と
しますが、極早生種に取り組まれる場合は、今後の品種戦略も含めて、あらかじめ産地協議会、都
道府県及び都道府県協会とよく協議して実施してください。 
なお、支援対象となる品目・品種は、当該産地の産地計画において今後振興すべきものとして定

められている、又は今後定められていることが確実と見込まれる品目・品種である必要があります。 
 

 

（問4-11）省力技術研修の支援対象面積を教えてください。 

（答） 
本事業により整備する園地の面積です。 
 

 

（問4-12）省力技術研修の補助対象経費を教えてください。 

（答） 
本メニューは、省力樹形の仕立方法や管理技術、作業機械の効率的な操作方法等を習得す

るための取組に対し、面積当たり定額で支援するものです。 
補助対象として想定される経費は、国内の先進産地への調査旅費、研修の受講に必要な旅

費、講習会の開催に必要な講師への旅費・謝金、資料印刷費、労賃、通信費、消耗品費等で
す。 
なお、事業実施期間中のこれら経費の合計が３万円／10ａを下回る場合は、補助対象経

費の額が補助金の上限額となります。 
 
 

（問4-13）本事業で整備した園地等を譲渡する場合、譲渡額はどのように決めればよいですか。 

（答） 
本事業で整備した樹体や設備等を新規就農者等に譲渡する場合は、その譲渡額は、「当該整

備対象の残存簿価又は時価評価額のいずれか高い金額ー助成額」により算出される額以内としま
す。 
なお、樹体等を譲渡する場合で、当該樹体等の残存簿価又は時価評価額の算出が困難な場

合は、助成額と地域の実情を勘案し、妥当な額を設定してください。 
 
 

（問4-14）本事業で整備した園地等を新規就農者等にリース（貸し付け）する場合、賃借料の
額はどのように決めればよいですか。 

（答） 
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本事業で整備した設備等を新規就農者等に貸し付けする場合であって賃借料を徴収する場合
は、その賃借料の年額は、「支援対象者の負担額（事業費―助成額）／当該設備等の耐用年
数＋年間管理費」により算出される額以内とします。 
なお、樹体や農地をリースする場合の賃借料は、助成額と地域の実情を勘案し、妥当な額を設

定してください。 
 
 

（問4-15）本事業で整備した園地等を譲渡やリース（貸し付け）する場合、事業上の留意点は
ありますか。 

（答） 
事業で整備した園地等を譲渡又は貸し付けする場合は、以下について留意の上、適切に対応し

てください。 
・ 正式に契約を交わすとともに、支援対象者（園地を整備する者）が、譲渡先及び貸し付け先
を確実に把握してください。 

・ 譲渡又は貸し付けに係る契約書は、事業関係書類としても適切に保管してください。 
・ 譲渡又は貸し付けをする場合であっても、本事業の支援対象者が変更することはありません。
支援対象者は、成果目標の達成に向けて責任を持って取組を実施するとともに、事業実施期
間終了後も当該園地等を適切に維持管理してください。 

・ 譲渡又は貸し付けの対象園地を、実質化された人・農地プラン又は地域計画の区域内に設
定するとともに、譲渡又は貸し付け先となる新規就農者等が、実質化された人・農地プランの中
心経営体又は地域計画に定められている目標地図に位置づけられるよう努めてください。 

・ 特に農地を譲渡又は貸し付けする場合は、所有権及び賃借権等が適切に設定されていること
に留意するとともに、農業委員会への申請など必要な手続きを行ってください。 

 
 

（問4-16）本事業と既存の果樹支援対策事業を組み合わせて同じ園地で実施することは可能で
すか。 

（答） 
果樹経営支援対策の整備事業、未来型果樹農業等推進条件整備事業のうち新産地育成型

及び既存産地改良型、産地生産基盤パワーアップ事業のうち園芸作物等の先導的取組支援につ
いては、事業の趣旨が異なることから、本事業と同じ園地で同時に実施できません。 

 
 

（問4-17）国の他の補助事業と組み合わせて実施することは可能ですか。 

（答） 
国の他の補助事業で支援対象とされた取組に対して、二重に補助することはできません。 
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他方、例えば本事業で園内道を整備した園地に、国の他の事業で果樹棚を設置する場合につい
ては、支援対象が異なるため事業を組み合わせて実施することが可能な場合があります。ただし、事
業によっては組み合わせて実施できない場合がありますので、まずは本事業の事業実施主体及び組
み合わせる事業の担当にご相談ください。 
また、他の事業の活用については事業実施計画に明記するとともに、各事業で整備する園地や設

備等のそれぞれの運用や経理について確実に区分してください。 
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